
「方式審査便覧」改訂案に対する御意見の概要及び御意見に対する考え方 

 

番号 
御意見の 

対象 
御意見の概要 御意見に対する考え方 

１ 02.22、02.24、

02.29、02.91、

13.30、21.50、

21.52、28.41、

45.20、58.21、

64.20、70.12、

70.30、114.01 

126.70 

 委任状や発明者等の補正に係る宣誓書の写しの提出の許容につ

いての改訂案を歓迎する。 

委任状や宣誓書について、写しの提出が認められることは、他

の多くの国での取扱いとも歩調を揃えるものであり、国際調和の

観点ならびにユーザーフレンドリーの観点からも望ましいものと

考える。 

一方で、委任状や宣誓書の写しを提出可能としつつも、依然と

して手続補足書（紙）での提出が必要である。現在、御庁のデジ

タル化プロジェクトにより、すべての手続のデジタル化を進めら

れている中ではあるが、デジタル化のニーズが高い手続きについ

ては、例えば、2021年に「意匠・商標国際出願手続のデジタル

化」の改正が行われたように、引き続き法律改正や運用変更によ

って、可及的速やかにオンラインでの提出が可能となるよう柔軟

な措置を講じて頂きたい。今回の改訂に留まることなく、いずれ

は委任状や宣誓書の作成から提出まで全て電子的に完結すること

が可能となるよう、検討を続けて頂くことを希望する。 

御意見ありがとうございます。 

委任状や発明者等の補正に係る宣誓書

については、オンラインでそれらのデータ

の提出が可能になるよう、検討して参りま

す。 

２ 書式第 3、第 4、

第 5、第 9の 2、

第 11 

 外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法の一部

を改正する法律の施行に伴う特許法施行規則等の改正についての

改訂案に賛成する。 

御意見ありがとうございます。 

 改訂内容に基づき、適切に運用して参り

ます。 



 特許庁代理に係る業務を執行する権限を有していない社員がい

る弁護士・外国法事務弁護士共同法人（Ｂ法人）内の担当弁護士

を外部から確認可能とするため、『代理人が弁護士・外国法事務

弁護士共同法人のときは、「代表者」の次に「代理関係の特記事

項」の欄を設けて、「業務を執行する社員は○○○○」のように

業務を執行する社員の氏名を記載する。』ことを厳格に運用して

頂きたい。 

３ 126.01 、

126.02 、

126.10 、

126.20 、

126.21 、

126.22 、

126.30 、

126.31 、

126.32 、

126.40 、

126.50 、

126.60 、

126.70（13 項

目 削除） 

126.80 →

121.14（移設） 

便覧掲載項目について真に必要な掲載内容の精査のうえ、ホー

ムページ等との重複情報を削除される点について、その方向は支

持する。ただし、御庁ホームページでは、確認したい情報がホー

ムページ内検索でヒットしないということもあるため、知りたい

情報がホームページ内検索でヒットするよう、検索能力の向上を

図って頂きたい。 

方式審査便覧からの補正例の削除にあたり、以後の参照先とな

る「電子出願ソフトサポートサイト」へのリンクを、方式審査便

覧のページ 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/hoshiki-

shinsa-binran/index.html 

に記載して頂きたい。 

書式を探しているときに電子出願ソフトサポートサイトを見る

という発想に至るのは、知らなければ困難であると思われる。 

御意見ありがとうございます。 

特許庁ホームページについては、検索機

能などを含め、引き続き利便性の向上に努

めて参ります。 

「電子出願ソフトサポートサイト（外部

サイトへリンク）」へのリンクについては、

方式審査の運用基準等を取りまとめた方

式審査便覧と電子出願ソフトサポートサ

イトでは、その性質が異なるものであるこ

とから、当該記事には掲載しないこととさ

せていただきます。なお、当該リンクにつ

いては、便覧項目の改訂履歴を残している

「「方式審査便覧」の改訂について」の記

事において、以後の御参考として掲載させ

ていただきます。 

https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/1_appl/2_guide/
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/hoshiki-shinsa-binran/kaitei/index.html


４ 04.09 期日の起算日を「翌日」から「当日」に修正する点は、期限間近

に手続をする場合には少なからず影響がでると想定され、この修正

に係る起算日ないし期限が十分に周知されるように配慮頂きたい。 

御意見ありがとうございます。 

審決の確定日等の定められた期間の経

過による法律効果は、期間の末日の午後１

２時（２４時）を経過した時（翌日午前零

時）に確定し、その場合、既納特許料等の

返還請求が可能となる「起算日」は確定日

の「当日午前零時」から始まるため、初日

を算入する（特許法３条１項１号ただし書

き）旨を本改訂で明確化したものです。し

たがって、当庁ホームページ（「特許（登

録）料を払いすぎた場合」）等で御案内し

ている実際の手続期限について変更はご

ざいません。 

 

以 上 

https://www.jpo.go.jp/system/process/toroku/haraisugi.html
https://www.jpo.go.jp/system/process/toroku/haraisugi.html

